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Ⅰ 策定の趣旨                                        

令和５年度福井市食品衛生監視指導計画（以下「計画」という。）は、食品衛

生法（昭和 22年法律第 233 号。以下「法」という。）第 24条第１項の規定によ

り、毎年度の策定が義務付けられており、厚生労働大臣及び内閣総理大臣が定め

る食品衛生に関する監視指導の実施に関する指針（平成 15年厚生労働省告示第

301号）に基づき策定するものです。 

この計画に基づき、行政、食品等事業者、市民（消費者）がそれぞれの役割を

果たすとともに、本市は食品等の検査や食品等事業者に対する監視指導等を効

率的かつ効果的に実施します。また、この計画を推進することで、市内で製造、

加工、流通、販売される食品等の安全性の確保と食中毒等の飲食に起因する衛生

上の危害の発生防止を図ります。 

  

Ⅱ 計画の実施期間及び計画区域                                    

１ 実施期間    

令和５年４月１日から 

令和６年３月３１日までの１年間  
  

２ 計画区域    

福井市全域  
  

 Ⅲ 監視指導の実施体制                                                       

１ 監視指導の実施機関  

食品衛生に関する監視指導は、福井市保健所に所属する食品衛生監視員が

実施します。  

  

２ 試験検査の実施機関   

     収去検査、違反食品及び食中毒（疑いを含む）等に係る検体の採取は、福

井市保健所で実施し、試験検査は、福井県衛生環境研究センターに依頼して

実施します。このほか、検査内容によっては、法第３３条の規定により国の

登録を受けた登録検査機関に委託して実施します。  

   また、食品衛生検査施設におけるＧＬＰ（Good Laboratory Practice:適

正検査基準）による業務管理を徹底し、検査の信頼性確保を図るため、試験

検査の実施機関に対して業務の適正な管理を求め、必要に応じて定期的に試

験検査の実施状況及び精度管理の実施状況の点検を行うなど、試験検査の信



- 2 - 

 

頼性を確認します。 

 

３ 食品衛生監視員の育成 

     食品衛生監視員を各種研修会等に派遣し、他自治体との情報共有を行う

とともに、専門知識の習得及び技術の研鑽を図り、資質の向上に努めます。 

 

Ⅳ 重点的な監視指導項目                         

１ 一般的な共通事項 

食品衛生法等の一部を改正する法律（平成 30年法律第 46 号。以下「改正

法」という。）により令和３年６月から適用された、新基準等への対応確認

を含め、法で定められている次の事項について確認を行い、法令遵守の徹底

を図ります。 

・ 取扱い食品等が腐敗、有毒、不衛生等な食品でないこと （法第 6 条関係） 

・ 取扱い食肉が病肉等でないこと                      （法第 10 条関係） 

・ 取扱い食品添加物が法で定められたものであること   （法第 12 条関係） 

・ 取扱い食品等が規格基準に適合していること 

（法第 13 条第 2 項、第 18 条第 2 項関係） 

・ 取扱い食品等に基準を超えた農薬等の残留がないこと 

（法第 13 条第 3 項関係） 

・ 取扱い食品等が適正な表示であること          (食品表示法第 5 条関係） 

・ 営業施設が衛生基準に適合していること        

（法第 51 条第 2 項関係、法第 52 条第 2 項関係） 

・ 営業施設が施設基準に適合していること         （法第 54 条、55 条関係） 

 

２ 食品供給行程（フードチェーン）ごとの監視指導 

主な食品群ごとに、生産から販売までの各段階における監視指導項目を、 

別表１ のとおり定め、食品衛生上の危害の発生防止を図ります。 

また、同表に掲げるもののほか、次の事項についても重点的に監視指導 

を実施します。 

・ 施設全般の衛生管理  

・ 原材料受入れ時の検査等の実施による原材料の安全性確保  

・ 製造過程における温度等の衛生管理 

・ 異物混入防止対策の徹底 

・ アレルゲンの表示等適正な表示の徹底 

・ 消費期限又は賞味期限の設定方法とその根拠 
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３ 食中毒予防対策 

食中毒の発生を未然に防止するため、特に次の事項について指導の徹底

を図ります。 

（１）ノロウイルスによる食中毒予防対策  

ノロウイルスを蓄積しやすい二枚貝(カキ等)の衛生的な取扱いについ

て指導の強化を図るとともに、ノロウイルスは人からの二次感染により

被害が拡大するため、調理従事者の健康管理及び手洗いの励行等の徹底

を指導します。 

  

（２）食肉等による食中毒予防対策  

近年、全国的に非加熱又は加熱不十分な食肉等を原因とするカンピロ 

バクターや腸管出血性大腸菌Ｏ157 等による食中毒が多く発生している 

ため、下記事項の徹底を指導します。 

・牛レバー、豚肉（レバーなどの内臓を含むすべて）を生食用として提供・

販売しないこと。  

・ユッケ、牛たたき等は、生食用食肉の規格基準に適合したものを提供す

るとともに、「食肉に係る食中毒防止指導要領」を遵守すること。 

・規格基準に適合する生食用食肉であっても、子どもや高齢者等の抵抗力

の弱い人に提供しないこと。 

・鶏肉等についても食中毒の恐れがあるため、中心部まで十分に加熱する

こと。 

・二次汚染防止のため、調理器具の使い分け等を徹底すること。  

  

（３）魚介類による食中毒予防対策 

魚介類の生食を原因とするアニサキス等の寄生虫による食中毒が多く

発生しています。これら寄生虫による食中毒予防対策として、冷凍処理、

加熱処理及び寄生虫の除去等、必要な処理の徹底を指導します。 

  

（４）漬物等による食中毒予防対策 

漬物やカット野菜等加熱しないで食べる食品については、必要に応じ

て殺菌等の処理、衛生的な取扱い及び汚染防止等の徹底を指導します。 

特に高齢者等に食事を提供する施設で野菜を加熱せずに提供する場合

には、次亜塩素酸ナトリウム等による殺菌の徹底を指導します。  

  

（５）有毒植物や毒キノコによる食中毒予防対策 

近年、自ら採取して喫食した野生のキノコを原因とする食中毒の発生
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が全国で多く発生しています。 

野生キノコや植物の中には有毒なものもあることから、有毒植物等の

誤食や販売を防ぐため、市ホームページや食品衛生講習会等を通じて注

意喚起を行います。 

 

（６）ふぐを処理する施設への指導 

ふぐについては、適切な取り扱いが為されていない場合、人の健康に

極めて重大な影響を及ぼす可能性があることから、関係事業者等に対し

適切な取り扱いに関する指導を行います。 

 

（７）集団給食施設等への指導  

食中毒が発生した場合に、規模や影響が大きくなる可能性が高いこと

から、大規模調理施設に対しては、「大量調理施設衛生管理マニュアル」 

(平成 9年 3 月 24日付け 衛食第 85 号別添 )に基づく衛生管理体制の確 

立と点検・記録の実施等について、重点的に監視指導を実施します。 

また、大規模調理施設に該当しない施設であっても、集団給食施設（学

校、保育所、社会福祉施設等）及び仕出し屋等に対しては、「大量調理施

設衛生管理マニュアル」の内容に準じた監視指導を行います。 

 

（８）一斉取締り監視指導 

食中毒等の食品事故が発生しやすい夏期及び食品等の流通量が増加す 

る年末においては、厚生労働省及び消費者庁が示す方針を踏まえ、立入 

検査及び収去検査を中心に監視指導を重点的に実施します。なお、食品衛

生に係る問題が発生し、必要と認める場合は、緊急の一斉監視指導を随時

実施し、特定の事項を対象とした取締りを実施します。 

 

４ ＨＡＣＣＰ（ハサップ）に沿った適切な衛生管理の実施 

   改正法の施行により、令和３年６月から全ての食品等事業者に対するＨ

ＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施が義務付けられました。食品営業施設立

入時等に実施状況を確認し、適切な衛生管理の実施について指導・助言を行

います。 

 

５ 食品衛生法の改正に伴う営業許可・届出の指導及び助言 

   改正法の施行により、令和３年６月から営業許可業種が再編され、又、公

衆衛生に与える影響が少ない営業を営もうとする者は営業届出が必要とな

りました。営業者に対して、適切な営業許可取得若しくは営業届出を実施さ
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せるため、改正法の周知徹底を図るとともに指導・助言を行います。 

 

Ⅴ 立入検査                    

効率的・効果的な監視指導を行うため、過去の食中毒、違反、苦情の発生

頻度、製造、販売される食品等の流通の広域性及び営業施設の特殊性等を考

慮して、食品営業施設別に定めた標準監視回数（別表２）に基づき、立入検

査を実施します。 

 

Ⅵ 食品等の収去検査                                   

市内で製造又は流通する食品等の安全を確保するため、過去の立入検査結果

や食品の特性等を踏まえ、下記に掲げる事項に留意し、別表３のとおり収去検

査を実施し、違反食品等の発見、排除に努めます。   

・ 主として市内で生産・製造・加工される食品等を対象とします。  

・ 食中毒菌による汚染及び食品の規格基準等に違反する恐れが高いと考

えられる食品を重点的に検査します。 

・ 残留農薬等に汚染された食品の流通を防止するため、市内で生産・製造・ 

  販売されている野菜・果実及び加工食品等の残留農薬等の検査を実施し 

ます。  

 

Ⅶ 違反発見時及び食中毒等への対応                                 

１ 違反発見時の対応 

（１）違反を発見した場合の対応  

監視指導により、法第１３条第１項及び法第１８条第１項に規定する製

造等の基準や、法第５４条で定める施設基準、食品表示法で定める食品表

示基準等での違反を確認した場合は、その場で直ちに改善を指導します。 

なお、軽微であって直ちに改善が図られる違反以外については、原則と

して指導票等の交付による改善指導を行い、改善が確認されるまで繰り返

し指導を行います。 

収去検査により法違反の食品等を発見した場合は、被収去者である食品 

等事業者に対して、当該食品等が販売又は営業上使用されないよう販売禁

止等の措置を講ずるとともに、必要に応じて、厚生労働省、消費者庁及び

関係自治体と連携して当該食品等の廃棄・回収等の措置を講ずるなど、迅

速に市場から排除します。当該食品等の製造者又は輸入業者の所在地が福



- 6 - 

 

井市外にある場合は、都道府県等に対して速やかに通報し、必要な対応と

情報の提供を依頼します。 

これらの法違反への対応においては、必要に応じて食品等事業者から書

面による改善報告を求めるほか、改善措置状況の確認及び記録を適切に行

い、再発防止を図ります。 

なお、法の規定に基づく行政処分等を行う場合は、国の要領を踏まえ厳

正に行い、特に悪質な事例については告発について検討します。  

食品衛生上の危害発生防止に必要と認める場合は、法第６９条の規定に

基づき、法違反等の情報について市ホームページへの掲載等により公表し

ます。 

また、関係法令に基づき、厚生労働省及び消費者庁に対し必要な通知を

行います。 

 

（２）市民等から寄せられる苦情等の情報への対応  

食品の安全性に係る事案として市民等から寄せられた異物混入、異味異 

臭、カビ発生等の苦情及び表示に関する疑義等の情報に対しては、必要に

応じて現地確認及び関係自治体等へ情報提供を行うなど、上記の「（１）違

反を発見した場合の対応」に準じて対応します。 

 

２ 食中毒等の対応 

（１）食中毒等健康危害発生時の対応 

食中毒等発生時における対応については、法第６３条から第６５条まで 

の規定及びこれらの規定に基づく政省令等に基づき、迅速な原因究明の調

査及び被害拡大防止対策を実施します。また、必要に応じて、企業局及び

農林水産部（毒キノコ事例等の対応）に情報を提供し、連携して対応しま

す。広域的な食中毒等の発生時における関係機関との連携、行政処分及び

公表等については、前頁の「（１）違反を発見した場合の対応」に準じて対

応します。 

なお、いわゆる健康食品による健康被害の発生時においても、関係通 

知に基づき原因究明調査を実施し、厚生労働省に対し調査結果を報告する 

とともに、必要に応じて公表等を行います。 

 

（２）食品等事業者による自主回収の届出 

法改正に伴い、食品等事業者が自ら販売食品等の回収を行う場合は、本

市への届出が義務化されました。事業者に対して制度を周知するとともに、

届出の際は消費者への注意喚起及び事業者への指導・助言等に努めます。 
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Ⅷ  関係機関との連携            

関係機関との連携体制を確保し、食品の安全性確保に努めます。連携によ

る監視指導体制は別表４をご参照ください。 

 

１  市関係部局との連携  

小・中学校、保育所及び社会福祉施設等に係る給食調理施設の監視指導に

ついては、庁内の関係部局（福祉部、教育委員会等）と平常時から連絡体制を

確保し、食の安全に関する情報を共有し、横断的な施策が推進できるよう連

携して対応します。 

   

２  福井県との連携 

日頃から食品衛生に関する情報交換等を通じて、食品衛生行政の連携を図

ります。また、食中毒事件が発生した場合や夏期及び年末の一斉取締りの実

施にあたっては、必要に応じて緊密に連携して対応します。 

 

３  国及び他の自治体との連携  

広域流通食品や輸入食品の違反等が発見された場合、若しくは食中毒が発

生した場合等には、被害の拡大防止のため、速やかに厚生労働省、消費者庁及

び関係自治体等に通報し、連携して必要な対策を講じます。また、食品衛生や

食の安全等に関する情報の共有及び連携強化を図るため、厚生労働省、消費

者庁及び各自治体食品衛生部局との連絡調整会議等に積極的に参加します。  

  

４  農林水産部局との連携 

生産段階に係る食品の安全性の確保と適切な食品表示の実施のため、畜水

産物の生産者等を管理する北陸農政局、福井県農林水産部及び本市農林水産

部等と連携、情報交換を図り、必要に応じて合同で監視指導等を行います。  

 

５  輸入食品に関する情報の共有化  

輸入食品を原因とする健康被害の発生防止及び被害の拡大防止に迅速に対

応するため、広域的な連携、情報交換を図ります。  

  

６  広域的な食中毒事案への連携と協力 

広域的な食中毒事案等の発生及びその拡大並びに広域流通食品等の法違反

を防止するために必要な対策について、厚生労働大臣が設置する広域連携協

議会に参加し、相互連携と協力に努めます。 
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 Ⅸ 食品等事業者による自主的な衛生管理の推進                                 

自主的な衛生管理の推進のため、次に掲げる事項等の取組を実施するよう、 

製造・加工、販売等の食品等事業者に対して指導を実施します。  

 

１ 食品衛生管理者等の設置  

（１）食品衛生管理者  

法第４８条第１項の規定に基づく食品衛生管理者を置かなければなら 

   ない場合は、営業者に対し、確実に設置させるとともに、食品衛生管理 

   者の意見を尊重し、その製造又は加工を衛生的に管理するよう指導しま 

す。 

（２）食品衛生責任者  

（１）に該当しない営業許可業種及び届出対象施設については、法第 

５１条の規定に基づく食品衛生責任者を設置し、その製造・加工、調理等

を衛生的に管理するよう指導します。  

  

２ 食品等事業者によるＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進  

（１）食品等事業者の責務  

改正法の施行により、令和３年６月からＨＡＣＣＰに沿った衛生管理

が、原則として義務付けられました。食品等事業者は、自らの責任におい

て販売食品等の安全性を確保するため、販売食品等の安全性に係る知識

及び技術の習得、原材料の安全性の確保、自主検査の実施、原材料や販売

する製品の仕入元等に係る記録の作成・保存等、ＨＡＣＣＰに沿った衛生

管理の実施に努めなければなりません。施設の衛生管理の向上のため、保

健所職員が立入検査時等に実施状況を確認し、食品等事業者に対して指

導・助言を行います。 

 

（２）講習会の開催等  

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理、食中毒予防に関する情報の他、衛生管

理に係る基準、食品等の表示、食品等に係る基準違反や苦情の事例等につ

いて、講習会の開催や情報提供を行います。 

  

３ 模範となる施設等の表彰   

衛生管理の状況が特に優秀で、他の模範となる施設等については、保

健所長表彰等を実施し、自主的な衛生管理の向上を促進します。 
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製造過程ごとに人の健康に及ぼす可能性をチェックし、対策を立

て、特に重要な過程について集中的に衛生管理を実施し、安全な食

品をつくる。 

ＨＡＣＣＰとは、食品の安全管理の手法の一つです。食品の製造・加工過程のあら

ゆる段階で発生する恐れのある危害をあらかじめ分析(Hazard Analysis)し、製造過

程のどの段階でどのような対策を講じればより安全な製品を得ることができるかと

いう重要管理点（Critical Control Point)を定め、これを連続的に監視、記録するこ

とにより、製品の安全を確保する衛生管理の手法です。これまでの最終製品の抜き取

り検査に比べ、より効果的に安全性に問題のある製品の出荷を防止できるとされてい

ます。 

・ＨＡＣＣＰとは（ハサップ、Hazard Analysis and Critical Control Point） 

ＨＡＣＣＰって何ですか？ 
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Ⅹ リスクコミュニケーション（情報及び意見交換）等の実施                  

１ 計画の公表と意見の募集 

計画の策定にあたっては、市ホームページ等を通じて公表し、消費者及び

事業者を含め、広く市民から意見を求めるものとします。 

 

２ 食品衛生に係る事業の実施結果の公表 

計画に基づき市が実施した、施設への立入検査及び食品等の収去検査等の

結果について、法第２４条第５項の規定に基づき翌年度６月末までに公表し

ます。 

 

３ 消費者、食品等事業者への情報提供やリスクコミュニケーション（情報及

び意見交換） 

食中毒発生を未然に防止するため、市ホームページ等により食中毒の発生

状況等、食品衛生に関する情報の提供に努めるとともに、出前講座（市民及

び事業者主催の講習会等への講師派遣）を実施し、情報提供及び意見交換を

行います。 
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 別表１  

食品群ごとの食品供給行程（フードチェーン）の各段階における主な監視指導項目 

食品 食品供給行程        監視指導項目 

食
肉
・
食
鳥
肉
及
び
食
肉
製
品 

受入、解体及び食鳥 
処理等 

・健康で清潔な家きん又は獣畜肉の、食鳥処理場 
 又は食肉処理場への搬入の促進 
・「野生鳥獣肉の衛生管理に関する指針(ガイドライン)」

の遵守 
・野生鳥獣の解体前と後の異常の有無確認と使用の徹底 
・微生物検査及び残留抗菌性物質等検査の実施  
・小規模食鳥処理場における処理可能羽数の上限の徹底 

製造及び加工 
(解体及び食鳥処理
を除く。) 

・食鳥処理施設における微生物汚染の防止の徹底  
・原材料受入時の記録確認等による安全性確保の徹底  
・製造又は加工に係る記録の作成及び保存の推進  
・「野生鳥獣肉の衛生管理に関する指針(ガイドライン)」

の遵守 
・野生鳥獣の解体前と後の異常の有無確認と使用の徹底 
・生食用食肉を取り扱う場合は、｢生食用食肉の規格基準」

及び「食肉に係る食中毒防止指導要領」等の遵守 

貯蔵、運搬調理及び 
販売 

・適切な流通管理（保存温度、保存期間、衛生的な取扱い
等）の徹底  

・加熱調理の徹底  
・生食用食肉を取り扱う場合は、「生食用食肉の規格基準」、

「生食用食肉の表示基準」及び「食肉に係る食中毒防止
指導要領」等の遵守  

・生食用馬肉にあっては、冷凍処理の徹底 

乳
及
び
乳
製
品 

採取、保管 ・搾乳時における衛生確保(微生物汚染防止等)の徹底  
・搾乳後の温度管理(腐敗、微生物増殖防止)の徹底  
・出荷時検査の推進 

製造及び加工 ・原材料受入時の記録確認等による安全性確保の徹底 
・製造又は加工過程における微生物汚染防止の徹底 
・製造又は加工に係る記録の作成及び保存の推進 
・飲用乳における成分規格等の検査の徹底 

貯蔵、運搬、調理及び 
販売 

・適切な流通管理(保存温度、保存期間、衛生的な取扱い等)
の徹底 

食
鳥
卵 

採取、保管 ・食用不適卵の排除の徹底 
・採卵後の衛生管理の徹底 
・微生物検査及び残留抗菌性物質等検査の実施 

製造及び加工 ・新鮮な正常卵の受入れの徹底 
・洗卵時及び割卵時の汚染防止の徹底 
・汚卵、軟卵及び破卵の選別等の徹底 
・仕入、包装及び出荷に係る記録の作成及び保存の推進 

貯蔵、運搬、調理及び 
販売 

・検卵(汚卵、軟卵及び破卵の排除等)の徹底 
・適切な衛生管理(保存温度、保存期間、衛生的な取扱い、

期限の過ぎた生食用卵の加熱調理等)の徹底 
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水
産
食
品(

魚
介
類
及
び
水
産
加
工
品) 

採取、保管 ・二枚貝等の貝毒等に関する検査の推進 
・漁港等の水揚げ後における衛生的な取扱いの徹底 
・微生物検査及び残留抗菌性物質等検査の実施 

製造及び加工 ・原材料受入時の記録確認等による安全性確保の徹底 
・製造又は加工過程における微生物汚染防止の徹底 
・製造又は加工に係る記録の作成及び保存の推進 
 

貯蔵、運搬、調理及び 
販売 

・適切な流通管理(保存温度、保存期間、衛生的な取扱い等)
の徹底  

・微生物検査等の実施  
・加熱を要する食品についての加熱調理の徹底  
・有毒魚介類の市場からの排除の徹底  
・ヒラメにあっては、冷凍処理の徹底  
(クドア・セプテンプンクタータ対策、なお、活魚にあっ
ては、産地における検査結果の確認徹底) 

野
菜
・
果
実
・
穀
類
・
豆
類
・
種
実
類
等
及
び 

こ
れ
ら
の
加
工
品(

キ
ノ
コ
類
を
含
む
。) 

採取、保管 ・生食用の野菜、果実等について、肥料等を通じた微生物
汚染防止の徹底 

・残留農薬検査の実施及び食品等事業者による自主検査の
推進 

・穀類、豆類等の収穫時のカビ毒対策の推進 
・有毒植物及び毒キノコ等の採取禁止の徹底 

製造及び加工 ・原材料受入時の記録確認等による安全性確保の徹底 
・生食用の野菜、果実等の衛生管理の徹底 
・出荷及び販売先等の記録実施の推進 
・シアン化合物含有豆を原料とした生あんの製造基準の遵

守及び成分規格検査の実施 
・有毒植物及び毒キノコ等の排除の徹底 

貯蔵、運搬、調理及び 
販売 

・適切な流通管理(保存温度、保存期間、衛生的な取扱い等)
の徹底 

・微生物検査等の実施 
・穀類、豆類等の保管、運搬時のカビ毒対策の促進 
・有毒植物及び毒キノコ等の市場からの排除の徹底 
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別表２        食品関係施設別の監視指導回数 

ランク 標準監視回数 業種（施設） 

Ａ 
月１回以上 ① 生食用食肉提供施設(「食肉に係る食中毒防止指導要領」による) 

ただし、要領の確実な履行や責務の実施が確認できた場合はＢラン

クを適用する。 

Ｂ 

２回以上／1 年 

 

又は 

 

１回以上／１年 

かつ 

３０分以上／１

回 

① 飲食店営業 

→大量調理施設【注１】に限る。 

→米飯のみの提供施設及び簡易調理施設【注２】を除く。 

② 学校給食施設 

③ 病院給食施設 

④ ②、③を除く集団給食施設 

→大量調理施設に限る。ただし、簡易調理施設を除く。 

⑤ 前年度に法違反等により行政処分又は文書による行政指導を受けた

施設 

⑥ 食鳥処理場 

Ｃ 

１回以上／1 年 ① 飲食店営業 

→定員１００人を超える施設に限る。 

→Ａ、Ｂランク、米飯のみの提供施設及び簡易調理施設、スナック等

酒類の提供を主体とする施設を除く。 

② 複合型製造業 

③ 集団給食施設 

→特定給食施設【注３】に限る。 

→Ｂランク及び簡易調理施設を除く。 

④ 生食用食肉を取り扱う可能性のある施設→Ａランクを除く。 

⑤ 野生鳥獣の処理を行う食肉処理施設及び野生鳥獣を直接処理して提

供する施設 

→Ｂランクを除く。 

⑥ ふぐを処理する施設 

Ｄ 

１回以上／２年 ① 飲食店営業 

→定員１００人以下の施設に限る。ただし、Ａ、Ｂ、Ｃランク及びス

ナック等酒類の提供を主体とする施設を除く。 

② 集団給食施設→Ｂ、Ｃランクを除く給食施設に限る。 

③ 法で指定する製造業→Ｃランクを除く。 

④ 乳処理業、魚介類せり売り業、食肉処理業、食肉販売業及び魚介類販

売業→Ａ、Ｃランクを除く。 

Ｅ 
許可の有効期間

毎に１回以上 

① 飲食店営業→Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄランクを除く。（自動車による調理販売、

自動販売機、臨時的な食品の調理販売による営業を含む。） 

② 法で指定する営業許可→Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄランクを除く。 

【注１】同一メニューを１回３００食以上又は１日７５０食以上提供する施設 

【注２】調理済み副食の盛付け、汁菜等の二次加熱など簡易な調理しか行わない施設 

【注３】継続的に１回１００食以上又は１日２５０食以上の食事を供給する施設 
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別表３ 

収去検査実施計画 

対象区分 

実施 

予定 

(月) 

検査対象食品 

収去 

予定 

件数 

主な検査内容 
（詳細は次ページ） 

春の行楽地衛生対策 4 一般食品(菓子、弁当等) 4 細菌検査、理化学検査 

添加物 4 醤油、みそ、魚介類加工品 4 食品添加物 

夏期食品一斉取締り 6,7 
一般食品(惣菜、魚介類加
工品等)、洋・和生菓子 

18 
成分規格、食品添加物、 
細菌検査、理化学検査 

輸入食品 

6,11 冷凍食品（夏期・年末） 2 成分規格 

7 清涼飲料水 1 成分規格 

8 加工食品 2 残留農薬 

1 加工品(菓子等) 2 食品添加物 

畜水産食品 5 魚介類 1 水銀、PCB 等 

野菜・果実 

5 市外産又は輸入野菜・果実 2 残留農薬 

8,9 市内産野菜・果実 4 残留農薬 

秋の行楽地衛生対策 9 一般食品(菓子、弁当等) 4 細菌検査、理化学検査 

液卵のサルモネラ属菌 9 液卵 1 微生物 

玄米 9 市内産玄米 2 残留農薬、重金属 

アレルギー原材料 10 加工食品 2 アレルギー特定原材料 

年末一斉取締り 11,12 
一般食品(惣菜、魚介類加
工品等)、生菓子 

15 
成分規格、食品添加物、 
細菌検査、理化学検査 

容器包装 1 
包装紙、箸、陶磁器、漆器、
玩具等 

3 成分規格 

遺伝子組換え食品 1 大豆食品(豆腐) 2 遺伝子組換え大豆 

ジビエ肉モニタリング 1 イノシシ肉、鹿肉等 1 
腸管出血性大腸菌、大腸
菌、サルモネラ属菌 

合 計 70  
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●検査について 

【収去検査】 

法第２８条又は食品表示法第８条の規定に基づき、食品衛生監視員が食品関係の営業

施設に立ち入り、検査に必要な食品等の無償提供を受けて実施する検査を収去検査とい

います。 

 

【微生物検査】 

微生物検査は、規格基準【注 1】に基づいて行う検査で、微生物基準が設けられている

食品を対象に、法第１３条で規定する成分規格【注 2】、製造基準、保存基準に適合してい

るかを検査します。主な対象食品として、冷凍食品、食肉製品、生食用かき等がありま

す。 

 

【注 1】規格基準…食品や添加物等について一定の安全レベルを確保するために、法に基づき厚

生労働大臣が定めた規格や基準。 

【注 2】成分規格…法に基づいて、食品中の細菌数、動物用医薬品や農薬の残留量、添加物等に

ついて基準値等が定められており、これに違反した食品は、製造・販売等が

禁止される。 

 

【残留農薬検査】 

農作物等の栽培や保存時に使用された農薬が、農作物等や環境中に残存したものを「残

留農薬」といいます。農薬が残留した食品を摂取することにより、人の健康を損なうこ

とがないよう、法に基づき、すべての農薬について残留基準(一律基準を含む)が設定さ

れ、これを超えるような農薬が残留している農作物等は販売等が禁止されます。 

 

【食品添加物検査】 

食品の製造過程において着色、保存等の目的で食品に加えられるものが食品添加物で

す。添加物の使用量の超過や対象外食品への使用の有無、使用基準について検査します。

また、指定外添加物(わが国では使用の認められていない食品添加物)の使用の有無につ

いても検査します。 

 

【動物用医薬品検査】 

動物用医薬品は、牛、豚、鶏等の畜産動物や養殖魚に対し、病気の治療や予防のため

に使用されるもので、抗菌性物質（抗生物質、合成抗菌剤）、内寄生虫用剤、ホルモン剤

等に分類されます。法に基づき、全ての動物用医薬品等について残留基準(一律基準を含

む)が設定され、これを超えるような動物用医薬品等が残留している畜水産物は、販売等

が禁止されます。 

 

【登録検査機関】 

法に基づく食品等の検査を行うことのできる、厚生労働大臣の登録を受けた検査機関

のことです。 
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別表４       関係機関との連携による監視指導体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費者 食品等 

事業者 

意見交換 

安全な食の提供 

リスク 

コミュニケーション 意見交換 

相談・情報提供 

営業許可・監視指導 

相談・情報提供 

近年、ネット販売等による食品流通の広域化や輸入食品増加による食のグローバル化が

進展しており、食品を取巻く環境は大きく変化しています。このため、食中毒等の健康危害

が発生した際、その影響は市内のみならず、複数の自治体に及ぶことになります。 

平常時の食中毒及び健康危害の未然防止、危害発生時の迅速な対応を行うために下図の

とおり関係機関と連携を図ります。 

国 

警察署 

県 

医療機関 

(検査委託) 

(県内保健所) 

県衛生環境研究センター 

県健康福祉センター 

・厚生労働省 

・広域連携協議会 

・農林水産省 

・消費者庁 

・食品安全委員会 

食品関連の 

犯罪捜査等 

食中毒の届出等 

加
入
・
協
力
・
研
鑽 

食品関連団体 

(公社)福井県 

食品衛生協会 

関係自治体 

・健康福祉部 

・農林水産部等 

福井市 

保健所 

庁内関係部局 

近隣中核市 

食品衛生担当部局 

登録検査機関 

検査委託 

・企業局 
・農林水産部等 



- 17 - 

 

食品衛生用語集（五十音順）  

 

【あ】 

アニサキス  

  魚介類に寄生する寄生虫の一種です。魚介類に寄生しているものは体長約２～３ｃｍ

で、幅は０．５～１ｍｍくらいで、白色の少し太い糸のように見えます。アニサキス幼

虫はサバ、カツオ、サケ、イカなどの魚介類に寄生します。 アニサキス幼虫が寄生し

ている生鮮魚介類を生(不十分な冷凍又は加熱のものを含む)で食べることで、アニサキ

ス幼虫が胃壁や腸壁を刺入して食中毒(アニサキス症)を引き起こします。  

  

アレルゲンの表示 

アレルゲンとは、免疫学的機序を介して、じんま疹・湿疹などの皮膚症状、下痢・お

う吐・腹痛などの消化器症状等を起こす物質です。アレルギーを起こしやすい食品、ア

レルギーを起こすと重症化する食品として７品目(えび、かに、小麦、そば、卵、乳、

落花生)の表示が義務付けられています。その他２１品目(あわび、いか、いくら、オレ

ンジ、カシューナッツ、キウイフルーツ、牛肉、くるみ、ごま、さけ、さば、大豆、鶏

肉、バナナ、豚肉、まつたけ、もも、やまいも、りんご、ゼラチン、アーモンド)につい

ては、可能な限り表示をすることが推奨されています。 

 

遺伝子組換え食品 

遺伝子組換え技術を応用して品種改良した作物で、安全性審査が義務付けられていま

す。わが国で安全性が確認され、販売・流通が認められている作物は、大豆、とうもろ

こし、ばれいしょ、なたね、綿実、てん菜、アルファルファ、パパイヤの８作物です。

遺伝子組換え農産物及びこれを原料とした加工食品については、その使用状況等により

「遺伝子組換えである」旨、又は「遺伝子組換え不分別」と表示することが義務付けら

れています。 

なお、大豆・とうもろこしについては、令和６年４月１日から新たな任意表示制度が

施行されます。（適切に分別生産流通管理された旨の表示） 

 

 

【か】 

カンピロバクター 

家畜、家きん、ペットなどあらゆる動物がもっている食中毒菌です。潜伏期間が長く、

比較的微量でも腹痛、下痢、おう吐などの症状を伴う食中毒を起こします。近年、生や

加熱不十分な鶏肉の喫食による食中毒が増加しています。また、手足の痺れ等の運動障

害が見られる難病のギランバレー症候群との関連が指摘されています。 
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期限表示 

期限表示には、「消費期限」と「賞味期限」の２種類があり、ともに包装を開封する

前の期限であること、定められた方法により保存することを前提としています。「消費

期限」は、品質が急速に劣化しやすい食品(例：弁当、サンドイッチ、生めんなど)に表

示されます。「賞味期限」は、品質の劣化が比較的遅い食品(例：スナック菓子、カップ

めん、缶詰など)に表示されます。賞味期限を超えた場合でも、直ちに衛生上の危害が

生じるわけではありません。各期限の設定は、食品の特性に応じて微生物試験、理化学

試験などの結果をもとに、食品の情報を正確に把握している食品事業者自らが科学的、

合理的根拠をもって設定する必要があります。 

 

クドア・セプテンプンクタータ 

ヒラメの筋肉に寄生する寄生虫(粘液胞子虫)の一種です。食後数時間程度で一過性の

嘔吐や下痢の症状が出ることがあります。加熱調理(中心温度７５℃ で５分間以上)や

凍結処理(－２０℃で４時間以上)で病原性が失われます。  

 

 

【さ】 

サルモネラ属菌 

自然界に広く分布し、家畜の腸管にも常在している食中毒菌です。腸チフスやパラチ

フスの原因菌の仲間です。腹痛、下痢、高温の発熱、おう吐などの症状を伴う食中毒を

起こします。 

 

 ＧＬＰ(ジーエルピー：Good Laboratory Practice（試験検査の業務管理）) 

  検査機関で実施される試験検査及びその結果の信頼性を確保するためのシステムで

す。検査施設ごとに収去や検査の作業手順や記録方法などについて具体的な管理基準を

定め、それに基づき作業が適正に行われているかを、業務に関わらない第三者が確認し

ます。 

 

食品衛生監視員 

食品衛生法で資格や権限等が定められている行政職員で、食品衛生関係施設の許可及

び監視指導、食品等の収去検査、食中毒事故等の調査、営業者に対する衛生教育、市民

への食品衛生知識の普及や情報提供の業務を行っています。 

  

食品衛生管理者 

食品衛生法第４８条の規定により、製造又は加工の過程において特に衛生上の考慮を

必要とする食品又は添加物であって、食品衛生法施行令で定めるものの製造又は加工を
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行う営業者は、その製造又は加工を衛生的に管理させるため、その施設ごとに、専任の

食品衛生管理者を置かなければならないこととなっています。 

 

食品衛生責任者 

食品衛生法第５１条の規定により、営業者の指示により食品衛生上の管理に当たる者

として、許可を要する営業施設(食品衛生管理者を置かなければならない施設を除く。)

及び届出対象施設への設置が義務付けられており、一定の資格要件を満たす若しくは指

定された講習会で必要な過程を修了している必要があります。 

 

食品供給行程（フードチェーン） 

農林水産物の生産から、食品の製造・加工、流通、販売に至るまでの一連の行程をい

います。 

  

食品表示法 

食品を摂取する際の安全性と一般消費者の自主的かつ合理的な食品選択の機会を確

保するため、平成２７年４月１日、食品表示法(食品表示基準）が施行されました。食

品衛生法、ＪＡＳ法、健康増進法に規定されていた個々の表示基準が一本化され、栄養

成分の表示義務化や、アレルギーに係る表示、栄養強調表示に係るルールの見直し等が

行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集団給食施設 
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営業以外の場合で１回の提供食数が２０食程度以上の食品を不特定又は多数の者に

継続的に食品を供与する施設および外部事業者に調理業務を委託している施設です。具

体的には事業所、病院、幼稚園・学校等の教育施設及び社会福祉施設等の給食施設のこ

とを言います。 

調理業務を外部事業者に委託している場合は、受託事業者は飲食店の営業許可が必要

となります。 

 

 

【た】 

大量調理施設衛生管理マニュアル 

大規模調理施設(１回３００食以上又は１日７５０食以上を提供する調理施設)にお

ける食中毒を予防するために、厚生労働省がＨＡＣＣＰの概念に基づき、調理過程にお

ける重要管理事項等を示したものです。 

 

腸管出血性大腸菌 

病原大腸菌の一種で、腸管内で毒性の強い「ベロ毒素」を放出し、出血性の下痢等重

い症状が現れます。感染力が強く極少量で感染し、また潜伏期間が長いため、原因の特

定が難しい事例が多く見られます。この菌には、Ｏ１５７やＯ２６などが含まれます。 

 

 

【な】 

ノロウイルス 

小型の球形ウイルスで、冬期に多く発生する食中毒の病因物質として報告されていま

す。ごく少量でも感染します。ノロウイルス食中毒を防ぐには、食品取扱者や調理器具

などからの二次汚染を防止することや、食品を中心部までしっかり加熱(８５℃～９

０℃で９０秒以上加熱)することが有効とされています。 

 

 

【ら】 

リスクコミュニケーション 

どんな食品にも、食べ方や量によっては多少のリスク(危害、危険性)があります。食

品にもリスクがあることを前提に、消費者、生産者、食品等事業者、行政の関係者が、

食品のリスクに関する学習の機会及び交流の場を設けることで、情報の共有化、相互理

解を図ります。 

 


